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平成６年２月試算に関する当庁の分析について 

平成１６年８月  

資源エネルギー庁 

１． 本試算の経緯 

平成６年２月４日の総合エネルギー調査会原子力部会核燃料サイク

ル及び国際問題作業グループにおける議論用参考資料として、事務局

（原子力産業課）が提示。最終的には同年６月１０日原子力部会中間報

告において「我が国の場合、（中略）最終処分費の見積もりが極めて不

透明であることから、両路線の比較を行うこと自体が困難である。」と

位置付けられている。 

 

（参考）平成６年２月試算の結果（単位：円／ｋＷｈ） 

平成６年２月試算 割引率５％ 

(1)直接処分ケース (2)再処理ケース 

 

ＯＥＣＤ ＭＩＴＩ ＯＥＣＤ ＭＩＴＩ 

（参考）平成16年１月 

コスト等検討小委員会試算

割引率４％ 

核燃料サイクルコスト ０．６７７ １．２２８ ０．７７２ ２．４８３ １．４３ 

 うち、バックエンドコスト ０．０９４ ０．３４３ ０．２２２ １．４４４ ０．７５ 

   うち、廃棄物処分 ０．０３１ ０．０４４ ０．００２ ０．１３５ ０．２１ 

   うち、再処理・固化 ―― ―― ０．１８０ １．２０６ ０．４７ 

※ 平成６年２月の資料「核燃料サイクルの経済性試算について」には、類似の表が２枚添付されて

いたが、ここでは２枚目の表の値を引用した。 

 

（参考）直接処分ケースと再処理ケースのバックエンドコストの構造の 

概要 

● 直接処分ケースでは、「使用済燃料」の直接処分コストの他、貯蔵や

輸送のためのコスト等がかかる。 

● 再処理ケースでは、「高レベル放射性廃棄物」及び「低レベル放射性

廃棄物（ＴＲＵ廃棄物）」の処分コスト、再処理・固化工程の建設・

運転コストの他、貯蔵や輸送のためのコスト等がかかる。 

 

【資料１】
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２． 本試算に関して存在が確認された前提条件及び 

それに関し留意すべき事項 

 

● 廃棄物処分の単価 

・ 直接処分ケースにおける「使用済燃料」（発熱量が「高レベル放射性

廃棄物」の約２倍）の直接処分については、ＯＥＣＤ試算の単価 

（６，７７１万円／トン）をそのまま採用。 

 

  ・再処理ケースにおける「高レベル放射性廃棄物」処分については、 

ＯＥＣＤ試算の単価（１，１１６万円／トン）の約４倍を採用。 

 

・また、再処理ケースにおける「低レベル放射性廃棄物（ＴＲＵ廃棄

物）」処分については、「高レベル放射性廃棄物」と同じ単価を仮定。 

  （一般的には、「低レベル放射性廃棄物（ＴＲＵ廃棄物）」の処分単価

は、「高レベル放射性廃棄物」の処分単価よりも低廉。） 

 

● 「再処理・固化」工程の単価 

・ 再処理ケースにおける「再処理・固化」工程の単価を５億円／トン

と設定（根拠不明）。 

 

・コスト等検討小委員会において示された、実際の再処理工場の建設経

験を踏まえた積算では２．７３億円／トン。 

 

 等 
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(1) 直接処分ケース 

 

「使用済燃料」の直接処分に要するコスト 

以下の前提条件を採用したことにより、現在価値換算したコストは、

ＯＥＣＤ試算の約１．４倍に留まっている。 

 

● 処分の単価に、ＯＥＣＤ試算の単価（６，７７１万円／トン）をそ

のまま採用。 

最終的には平成６年６月１０日原子力部会中間報告において「我

が国の場合、（中略）最終処分費の見積もりが極めて不透明である

ことから、両路線の比較を行うこと自体が困難である。」と位置付

けられている。 

● ＯＥＣＤ試算と比べ、処分の実施時期を９年程度短い想定。 

（９年短く想定すると、現在価値換算したコストは、約１．６倍に

なる。） 

 

(2) 再処理ケース 

 

① 「高レベル放射性廃棄物処分」に要するコスト 

以下の前提条件を採用したことにより、現在価値換算したコストは、

ＯＥＣＤ試算の約１２倍に増大している。 

 

● 処分の単価に、ＯＥＣＤ試算の単価（１，１１６万円／トン、１＄＝

１２４円換算）の約４倍を採用。 

（４，５５１万円／トン。ＯＥＣＤ諸国のデータのうち最も高い

値。） 

● 処分の実施時期を、再処理後30年という極めて早い時期に想定。こ

れは、原子力長期計画の「３０～５０年」の最も短い期間。ＯＥＣ

Ｄ試算より２２年程度短い想定。 

（２２年短く想定すると、現在価値換算したコストは、約３倍にな

る。） 
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② 「低レベル放射性廃棄物（ＴＲＵ廃棄物）」処分に要するコスト 

「低レベル放射性廃棄物（ＴＲＵ廃棄物）」処分のコストについて

は、以下の前提条件を採用したことにより、単価は不自然、実施時期

は非現実的なものになっている。 

 

● 「低レベル放射性廃棄物（ＴＲＵ廃棄物）」処分の単価に、「高レベ

ル放射性廃棄物」処分と同じ単価を想定。 

しかし、一般的には、「低レベル放射性廃棄物（ＴＲＵ廃棄物）」

の処分単価は、「高レベル放射性廃棄物」の処分単価よりも低廉。 

● 処分の実施時期を、再処理と同時に全量処分すると想定。 

しかし、処分場の確保に要する期間を考慮すると、非現実的な想

定。このため、現在価値換算したコストが過大に評価されている可

能性が大。 

なお、コスト等検討小委員会において示された試算では、この期

間を考慮して、浅地中処分する廃棄物については再処理の７年後、

深地層処分する廃棄物については同２５年後、等ときめ細かく想定。 
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③ 再処理・固化工程に要するコスト 

以下の前提条件を採用したことにより、コスト等検討小委員会にお

いて示されたコストに比べて、相当高い試算になっている。 

 

● 「再処理・固化」の単価を、５億円／トンと想定（根拠不明）。 

しかし、コスト等検討小委員会に示された試算では、実際の再処

理工場を建設した経験等を踏まえた積算により、２．７３億円／ト

ンと想定。 

● 発生する使用済燃料の「全量」を中間貯蔵しないで再処理すると想

定。 

しかし、使用済燃料発生量（将来的には年間１，２００～ 

１，３００トン）と再処理工場の処理能力（年間８００トン）を考

慮すると、非現実的な想定。 

なお、コスト等検討小委員会に示された試算では、発生する使用

済燃料のうち、再処理工場の処理能力を超える分（約３分の１）を

中間貯蔵し燃料装荷の50年後に再処理する想定。 

再処理工場の処理能力を超える分を中間貯蔵した後に再処理す

ると仮定すると、現在価値換算した場合の再処理コストは、相当小

さくなる。 


